
第３号橡式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書
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ﾌｨﾝ都ﾎﾃﾙ

ｆｌｉｌ挟当する□にI土、し､Iを紀人してください。特定邪業打以外の０１｢藁ｲIの〃Iよし､Iの0m人は卒興です．

２「雄llH《IZ度」とI主iif瓜IjlIInI1のIWflzln1を．「11標11÷度」とはiⅡiuiIOⅡ111の餓肝ｲl(血を、「１８(ｷｲ12度」と'よJIDIilIⅢⅡＩのうち、今MIU(IiのA1敗となる年度をいいます．

ar1F薬研坤俳''1脚:分」とIよ』〔nM府IＡＩの邨粟Iif群のＩＦ躯Ili勘のためのエネルギーの仇｝''1こ伴い苑fI1するilA讃効ｊｌｗスを、「柏nBIIw排'111Ｋ分」とは｢I助OII迎送1Fｘ渦についてIﾕ便'１'の本拠の位Hfを戒獅肘1Ａ,とする０１(IJI
の腓M1するUu溢効jILガスを、鉄逝駆雅行については僻ｲiする湿物IKIJdxは旅群１１〔''iの排１１Iする祖墹効染ガスを、「その他I仰IⅢ2分」とは13組以外の』(偲府IAlにおけるijFxI，i゛のOlrxii1i肋に伴い児,IIするmqi(効染ガス
をいいます．

４「1$(砿位当たりの凹撹効染ガス排llIn沖」の「jⅡ途'五分」；二は．OOI2Il１．１１F筋1,1などの川途を鎚人してください．「原11t位のl､恒」に【よ、分｡（Lの「-ｍ化炭對換灯」のIfに分I収となるＨ１標（化症放131．ｈＬぺ味,ｍ
ｇｉ･走行日錘宇）を起人してください．

５「その他の地球四厘化対繭による田qi[効果ガスの､j減吐等」のうち「樺OISのlULfMNLぴ俵侮」の「月■年度（』IBii）」田Iこは』IoIiInIlMoloの11標の蝋』}を．「紐併dIL度（:｣U圏）」■にIまxgiの累計を鎚人してください．

６「特ixMⅨnN」には．乎皮２ｲﾄﾞ度（１９９０年度）を階！v'とした隣11M世の対比や、初エネ回船閲発など他打の出穂効果ガスI#'11,1減への瓜畝．グリーンロ迫の採川．狩筵フロンなどの条例撒定外の狐讃効架ガスの､１Ｍ
などを記入してください．

住所（法人にあっ
ては、主たる事務所
のﾘﾘf在地〕

大阪市天王寺区上木町６丁目１－５５

氏名（法人にあっ
てIま．名弥及び代表
者の氏名）

近畿日本鉄道株式会社取締役社長小林哲也

事業者の主たる

業種 鉄道業、宿泊業

該当する事業者
要件 厩京都府地球温暖化対擬条例施行規則第10条第１号麟当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算してＬ500キロリットル以上））

原
京都府地球温暖化対策条例施行規則第】0条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄jli車両
150両以上）

辰京都府地球温暖化対簾条例施行規則第】0条第４号酸当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換，i[して3.000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

＝二Fし'」エＩ

省エネルギー、省資源、リサイクル、廃棄物の削減等への取り組みを通じ、各部署では積極的に環境への負荷低減に努めます。

推遵体制 環境担当役員を委員長とする環境対策委員会を設且し、その下に省エネルギー･省資源小委員会を殻歴して社内の取り組みを推進し、各部署に環境指導貝を
配図した推進体制で取り組みます。

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ１４００１ 

適用範囲 五位堂検修耶印

孔几UマーＴ－Ｊ」■ 平成16年３月１５日

年度ごとの具体
的な取組及び楢
腱の状況

年度

平成20～22年度

平成20～理年度

平成20年度

設徽、対象、工程等

鉄道部門

鉄道部門

ｳｪｽﾃｨﾝ都ﾎﾃﾙ

楢歴内容

名エネルギーＢｉ【閃の呼人巾を邸％から蝿％'二高めます．

U(照明装丘のインバータ化を奥施します．（700台/年）

冷凍侭２台をHU効中型に史lHfします．

■丘皿出一ヨロタニトクＵシ、Ｕシ

撰出旦等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合叶

実駁に対する自己呼価

蜑寧年撰（央鼠）

(１９）年度
(二曲化囚空換算）

日 擦年踵（討厘I）

（２２）年度
(二田b化1ht粛換、

増減率
(llf画）

1千足ローＴ~四里、うて月がｑ'

(２１）年度
(二n回化戊粛換涼）

増減率
(実鬮）

１８，７１５．０ｔ 17.815.0ｔ -4.8％ 15,873.9ｔ -15.2％ 

2781781.0ｔ 274.381.0ｔ －１．６％ 2701572.3ｔ -2.9％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊Ｉ 297`496.0ｔ *２292,196.0ｔ -Ｌ８％ ＊４ 286Ⅲ446.2ｔ -3.7％ 

鉄道部門：省エネルギーIi[両の導入、走行鉛の減、気温等によるものにより大幅に削減できた

原単位当たりの

温室効果ガス排
出且等

用途区分 原単位の指標

静ひ刀ごJ刀I弓丁

排出区分

二殴化炭素換算

（延べ床面積）

輸送車両
排出区分

二岐化炭素{典3正

(中岡屯IHrキロ:千屯キロ）

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実綴） 目漂年度（計画） 畑減率（計画） 報告年度（実顧） 墹減率（実俄）

0.139t-CO2/㎡ 0」3３t-CO2/㎡ -4.3％ 0.Il8t-CO2/㎡ -15.1％ 

0.875ｔ-CO2/千車、 0.861ｔ-CO2/干車qｂ －１．６％ 0.857ｔ‐CO2/千寧粕 -2」完

％ ％ 

鉄道部門：省エネルギー車両の導入、走行もの減、気温簿によるものにより大幅に削減できた

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減盆等

対策等の区分

森林の保全及び整鯛

府内塵の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の剛入

家庭における温室効果ガス排出
盆の削減効果分の購入

削減趣等合計

目標年度（計画）

収IllmnB (二戚化UN潔換仰）

(穣働而田〕 hａ (吸収趾） ｔ 

(利用且） ｍ、 (1W城、） ｔ 

(売屯且） kwh (lTlnR出） ｔ 

(魚供輸、） GＪ (ＩＴＩ城囮 ｔ 

(B月入且） kwｈ (､I波田） ｔ 

(E『入且） ｔ (､I減、） ｔ 

*３ｔ 

報告年度〔実綴）

IUIHl笹弊 (二哉化皮渚換算）

(整侭而罰） hａ 吸収Ｈ） ｔ 

(利用且） ｍｏ I､城且） ｔ 

(売矼且） kwｈ ６１城伍） ｔ 

(儲供給丘） GＪ 、減1ｍ ｔ 

(購入且） kWｈ ､l波lnD ｔ 

(■入段〕 ｔ (､l城且） ｔ 

*５ｔ 

差引排出童

(僻111合計－１W狐輔介ｉｆ）

基率年度（突鬮）

*１297,496.0ｔ 

目標年度（計画）

(｡2〕(c⑩292.198.0ｔ

墹減率〔llf画）

←】､８％

報告年度（実績）

(ＣＯ)-(０５）286,446.2ｔ 

墹減率（実績）

-3.7％ 

尹垣■可､匹噸ＬＩＬ二Ｊ列屯

に資する社会貸
献活動

･固土交通省、Ｉ]木瓜営映iIi協会が主H1iする「鉄近でエゴキャンペーン」および、環境右が提剛する「１人lⅡ1kgのCO2削減キャンペーン」に参､しています。
･環境楢が呼び掛ける「ライトダウンキャンペーン」にＳｍＬます．
･近殴日本炊近グリーン附人ガイドラインをpj定し、グリーン附人を雌地しています。

特記事項

･鉄遊事菜の用に供する単位輸送当たりのエネルギー消費を2016年までに1990年度比10％削減することを目標にしています。
･鉄道事菜における、Ａ事業所等排出区分の排出皿はＢ輸送車両排出区分に含みます。


